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資料9 公営企業会計決算(平成22年度) 

 地下鉄事業では、平成22年度決算において全国で初めて累積赤字を解消 

 その他の公営・準公営企業の収支も、経営健全化の取組みにより上下水道事業、 

   市民病院事業などで黒字を計上し、堅調な状況 

(億円)

総 収 益 総 費 用 純 損 益
▲ 不 良 債 務
・ 資 金 剰 余

地 方 債 現 在 高

75 82 ▲7 ▲92 711

127 136 ▲9 10 1,640

735 716 19 155 5,448

190 205 ▲15 6 177

1,642 1,403 239 450 6,502

680 628 52 294 2,394

18 16 2 41 22

445 405 40 9 508

高 速 鉄 道 事 業 会 計

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

市 民 病 院 事 業 会 計

会 計 名

下 水 道 事 業 会 計

自 動 車 運 送 事 業 会 計

港 営 事 業 会 計

準

公

営

企

業

会

計

公

営

企

業

会

計

水 道 事 業 会 計

平成22年度決算 
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資料10 三公社の経営状況(平成21・22年度) 

21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度

出資団体数 1 1 1 1 1 1

総額 20 20 3,449 3,449 40 40

本市出資額 20 20 3,449 3,449 40 40

その他団体出資額 - - - - - -

流動資産 25,534 352 1,560 1,542 11,132 11,296

固定資産 12 8 51,505 51,308 85,516 85,195

繰延資産 - - - - - -

資産　合計 25,546 360 53,065 52,850 96,648 96,491

流動負債 19 18 3,986 3,969 2,276 2,648

固定負債 24,845 - 36,814 35,221 90,966 90,381

特別法上の引当金等 - - 5,349 5,818 - -

負債　合計 24,864 18 46,149 45,008 93,242 93,029

資本金 20 20 3,449 3,449 40 40

剰余金 662 322 3,467 4,393 3,366 3,422

法定準備金 - - - - - -

資本　合計 682 342 6,916 7,842 3,406 3,462

負債・資本　合計 25,546 360 53,065 52,850 96,648 96,491

営業収益 (a) 17,646 5,757 3,229 3,122 17,234 17,496

営業費用 (b) 17,811 5,784 5,335 1,815 16,979 17,217

一般管理費 (c) 67 65 59 63 205 203

営業利益 (d=a-b-c) ▲ 232 ▲ 92 ▲ 2,165 1,244 50 76

営業外収益 (e) 1 - 3,615 440 47 67

営業外費用 (f) 11 6 868 755 85 121

経常利益 (g=d+e-f) ▲ 242 ▲ 98 582 929 12 22

特別利益 (h) - 17,487 - - 720 674

特別損失 (i) - 17,730 1 3 1,214 640
特定準備金計上前利益 (j=g+h-i) ▲ 242 ▲ 341 581 926 ▲ 482 56
特定準備金取崩 (k) - - - - 515 -
特定準備金繰入 (l) - - - - - -

法人税等 (m) - - - - - -

当期利益  (n=g+h-i-m) ▲ 242 ▲ 341 581 926 - -
住宅供給公社については

(n=j+k-l-m) 33 56

（単位：百万円）

出資
金額

出
資
状
況

貸
借
対
照
表

土地開発公社 道路公社 住宅供給公社

損
益
計
算
書

資
産

負
債

資
本

経
常
損
益

特
別
損
失

※

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある 

（※）土地開発公社は、平成22年度末で解散した 
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資料11 連結対象団体の決算状況(平成22年度) 

［財団法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)） ［社会福祉法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)）

出 捐 等 当期利益 累積剰余 出 捐 等 当期利益 累積剰余

比率 （▲当期損失) (▲累積欠損) 比率 （▲当期損失) (▲累積欠損)

(財)大阪国際交流センター 100.0 200,000 ▲ 31,634 843,625 (社福)大阪社会医療センター 100.0 1,000 22,507 33,817

(財)大阪市女性協会 100.0 200,000 24,117 77,200

(財)大阪市都市工学情報センター 100.0 100,000 699 163,401 ［株式会社］ (単位：％、千円(千円未満切捨)）

(財)大阪市環境保健協会 100.0 5,000 ▲ 27,628 145,556 出 捐 等 当期利益 累積剰余

(財)大阪市救急医療事業団 100.0 5,000 0 0 比率 （▲当期損失) (▲累積欠損)

(財)大阪市スポーツ・みどり振興協会 100.0 303,000 35,831 708,509 (株)湊町開発センター 99.9 100,000 377,436 2,271,024

(財)大阪市博物館協会 75.0 40,000 321,362 916,853 (株)大阪城ホール ※2 54.1 37,000 ▲ 764,914 4,072,078

(財)大阪科学振興協会 50.0 500,000 55,986 2,654,165 アジア太平洋トレードセンター(株) 99.9 100,000 1,001,483 ▲ 24,519,232

(財)大阪国際経済振興センター 61.7 162,000 2,691 113,040 (株)大阪市開発公社 67.0 100,000 946,257 8,747,223

(財)大阪市環境事業協会 100.0 20,000 14,539 975,258 大阪市街地開発(株) 44.6 800,000 344,366 656,947

(財)大阪市建築技術協会 100.0 20,000 5,351 108,011 大阪地下街(株) 53.7 80,000 97,067 5,381,980

(財)大阪市都市建設技術協会 58.8 5,103 37,007 1,161,140 クリスタ長堀(株) 99.9 100,000 396,505 ▲ 13,636,562

(財)都市技術センター ※1 100.0 20,000 21,410 575,331 大阪港埠頭(株) ※2 100.0 3,664,800 ▲ 1,013,045 12,766,844

(財)大阪市消防振興協会 100.0 100,000 31,403 80,103 大阪港埠頭ターミナル(株) 54.2 490,000 36,851 768,386

(財)大阪市教育振興公社 100.0 215,000 ▲ 39,815 727,833 大阪港木材倉庫(株) 50.0 20,000 62,733 1,781,386

(財)大阪国際平和センター 50.0 200,000 ▲ 65,213 2,302,028 (株)大阪港トランスポートシステム 69.6 5,000,000 409,851 3,384,974

交通サービス(株) 100.0 95,000 385,269 960,268

［特別法による法人］ (単位：％、千円(千円未満切捨)） 大阪運輸振興(株) 100.0 10,000 321,703 583,456

出 捐 等 当期利益 累積剰余 (株)大阪メトロサービス 100.0 50,000 24,118 930,606

比率 （▲当期損失) (▲累積欠損) (株)大阪水道総合サービス 100.0 85,000 30,706 594,156

大阪市土地開発公社 100.0 20,000 ▲ 340,501 321,843

大阪市信用保証協会 33.7 12,920,706 1,098,719 0

大阪市住宅供給公社 100.0 40,000 56,232 3,422,127

大阪市道路公社 100.0 3,449,000 926,045 4,392,979

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

団　　　　　　体　　　　　　名 団　　　　　　体　　　　　　名基本金等 基本金等

団　　　　　　体　　　　　　名 基本金等

※ 出捐等比率 株式会社においては議決権比率である 

※ 当期利益   財団法人等：当期正味財産増減額 社会福祉法人：当期活動収支差額 株式会社：税引後当期純利益（損失） 

※ 累積剰余   財団法人等：正味財産合計－基本財産への充当額 社会福祉法人：純資産の部－基本金 

                     株式会社：純資産－資本金（株式会社は企業会計原則に基づく剰余金を示す） 

※1 (財)都市技術センターはH23.4.1付けで(財)大阪市下水道技術協会から名称変更 

※2 (財)大阪城ホール・大阪港埠頭(株)はH23.4.1付けで株式会社化しているため財団法人 

  としての決算状況 
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平成22年3月31日 （平成21年度末）現在

【資産の部】 8兆5,568億円 【負債の部】 3兆4,536億円

１　公共資産 7兆1,025億円 １　固定負債 3兆2,695億円

（１）有形固定資産 6兆9,869億円 （１）地方債（＊１） 2兆9,356億円

（２）長期未払金 142億円

（３）退職手当引当金（＊２） 2,217億円

（２）売却可能資産 1,156億円 （４）損失補償等引当金 804億円

（５）他会計借入金 176億円

２　投資等 1兆1,272億円

２　流動負債 1,841億円

（１）投資及び出資金 8,314億円

（１）翌年度償還予定地方債（＊１） 1,354億円

（２）貸付金等 2,001億円

（２）未払金 72億円

（３）基金等 957億円

（３）翌年度支払予定退職手当（＊２） 283億円

３　流動資産 3,271億円 （４）賞与引当金 132億円

（１）現金預金 3,200億円

【純資産の部】 5兆1,032億円

（２）未収金 71億円

資産合計 8兆5,568億円 負債・純資産合計 8兆5,568億円

　道路・公営住宅・学校・公園など、行政サービスを
提供するための資産（土地・建物など）

　行政サービスの提供という役割を終え、
　売却できる資産

　地下鉄事業や阪神高速道
　路整備に対する出資金など

　関西国際空港㈱に対する
　貸付金など

　特定の目的のために蓄えている基金など

　23年度以降に支払うもの

　22年度中に支払うもの

　すでに負担したお金（資産－負債）

　23年度以降に返済しなければならない
  借入金

 23年度以降の支払いが確定しているもの

　21年度末に全職員が退職した場合に支
　払う退職金（22年度支払予定分除く）

　３セク等に対する損失補償の負担見込額

　地下鉄・水道事業会計からの借入金

　22年度に返済しなければならない借入金

　22年度の支払いが確定しているもの

　22年度退職予定の職員への退職金

　22年度に支給するボーナスのうち21年度
  （12月～３月）分

　

（⑳8兆6,165億円） （⑳3兆4,809億円）

（⑳5兆1,356億円）

（⑳8兆6,165億円）（⑳8兆6,165億円）

（⑳7兆1,712億円）

（⑳7兆444億円）

（⑳1,268億円）

（⑳3兆2,591億円）

（⑳2兆9,178億円）

（⑳175億円）

（⑳2,263億円）

（⑳799億円）

（⑳176億円）

（⑳1兆1,248億円）

（⑳8,237億円）

（⑳1,997億円）

（⑳1,014億円）

（⑳3,205億円）

（⑳3,132億円）

（⑳73億円）

（⑳2,218億円）

（⑳1,613億円）

（⑳175億円）

（⑳295億円）

（⑳135億円）

道路 1兆9,659億円

公営住宅 1兆0,360億円

学校 7,924億円

公園 4,614億円 など
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資料13 行政コスト計算書（普通会計）(平成21年度) 

2,407億円 632億円

　〔内訳〕 [18.1％] 567億円

　　　人件費 2,046億円 65億円

　　　退職手当引当金繰入等 229億円

　　　賞与引当金繰入額 132億円 　国府支出金 3,680億円

2,816億円

　〔内訳〕 [21.3％]

　　　物件費 1,054億円

　　　維持補修費 176億円

　　　減価償却費 1,586億円

　移転支出的なコスト 7,485億円
　　（市民や他団体等の支出に対する給付・補助など）

　〔内訳〕 [56.5％]

　　　社会保障給付 4,263億円

　　　補助金等 1,313億円

　　　他会計への支出額 1,811億円

　　　他団体への公共資産 98億円

　　　整備補助金等

543億円
　〔内訳〕 [4.1％]

      支払利息 499億円

　　　回収不能見込計上額等 44億円

[　] は経常行政コストに占める割合

経常行政コスト　　 1兆3,251億円

　　 使用料・手数料

　経常収益（受益者負担）　人にかかるコスト

　物にかかるコスト

　その他のコスト

　   分担金・負担金・寄附金

　行政サービスの担い手である職員に要する費
用

　学校や公立保育所の運営費、建物などの減
価償却費、公営住宅やごみ処理施設の補修費
など

社会保障給付･･･
　生活保護、医療費助成など
　

補助金等･･･
　定額給付金、市立大学への運営費交付金な
ど

他会計への支出額･･･
　国民健康保険事業への支出など

他団体への公共資産整備補助金等･･･
　 国直轄事業など

　公債費（利子分）、地方税などの回収不能見込
額など、上記の３つに属さないその他の費用

　
　　　　　　　　　　　　　（⑳1兆1,894億円）

　　　　　　　　　　1兆2,619億円）

純 経 常 行 政 コ ス ト （⑳9,075億円）
ならない経常行政コスト　　　　　8,939億円）

税等で賄わなければ

　経常行政コストを行政目的別にみる
と、生活保護や医療費助成などの社会
保障給付が大きい「福祉」が全体の約
5割を、次いで減価償却費が大きい
「生活インフラ・国土保全」が約2割
を占めています。

経常行政コスト（行政目的別）

（⑳1兆2,559億円）

福祉

 6,002億円（45.3%）

生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

2,377億円（17.9%）

教育

1,241億円（9.4%）

環境衛生

1,039億円（7.8%）

その他

2,592億円（19.6%）

（⑳2,483億円）

（⑳2,822億円）

（⑳6,657億円）

（⑳597億円）

（⑳665億円）

（⑳2,819億円）
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資料14 大阪市債の発行実績(平成22年度) 

【5年債】

銘柄 発行額 表面利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市平成22年度第2回公募公債（5年） 100億円 0.46% 100.00円 0.460% H22.7.7 H22.7.22 H27.7.22

大阪市平成22年度第4回公募公債（5年） 100億円 0.43% 100.00円 0.430% H22.9.2 H22.9.17 H27.9.17

大阪市平成22年度第7回公募公債（5年） 100億円 0.52% 99.96円 0.528% H23.1.7 H23.1.25 H28.1.25

大阪市平成22年度第9回公募公債（5年） 100億円 0.59% 99.96円 0.598% H23.3.2 H23.3.17 H28.3.17

【10年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市平成22年度第1回公募公債 200億円 1.41% 99.97円 1.413% H22.5.12 H22.5.26 H32.5.26

大阪市平成22年度第3回公募公債 200億円 1.19% 99.94円 1.196% H22.7.7 H22.7.22 H32.7.22

大阪市平成22年度第5回公募公債 200億円 1.20% 100.00円 1.200% H22.9.2 H22.9.17 H32.9.17

大阪市平成22年度第6回公募公債 200億円 1.03% 99.92円 1.038% H22.11.5 H22.11.19 H32.11.19

大阪市平成22年度第8回公募公債 200億円 1.28% 99.96円 1.284% H23.1.7 H23.1.25 H33.1.25

大阪市平成22年度第10回公募公債 200億円 1.31% 99.99円 1.311% H23.3.2 H23.3.17 H33.3.17

【20年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市第12回20年公募公債 100億円 2.21% 99.90円 2.217% H22.4.16 H22.4.27 H42.4.26

大阪市第13回20年公募公債 100億円 2.08% 99.88円 2.088% H22.6.3 H22.6.14 H42.6.14

大阪市第14回20年公募公債 140億円 1.97% 100.00円 1.970% H22.10.22 H22.10.29 H42.10.30

大阪市第15回20年公募公債 100億円 2.12% 100.00円 2.120% H23.1.14 H23.1.25 H43.1.24

【30年債】

銘柄 発行額 利率 発行価格 応募者 条件決定日 発行日 償還日

大阪市第3回30年公募公債 100 2.106% 100.00円 2.106% H22.10.7 H22.10.19 H52.9.20



46 46 

（資料のお問合せ） 
  大阪市財政局財務部財源課 
   TEL：06-6208-7731～2、7721 
   FAX：06-6202-6951 
   E-mail：da0005＠city.osaka.lg.jp 
 
（大阪市ホームページ） 
  http://www.city.osaka.lg.jp/ 
 
（財政状況・市債について） 
  大阪市財政局ホームページ

http://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/index.html 


